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SDGsで共に創る　持続可能な行方
第
14
回

人
生
１
０
０
年
時
代
を
生
き
る
資
産
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

　
　行
方
市
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
・
茨
城
大
学
准
教
授　
野
田 

真
里　

年
始
の
ご
挨
拶 
― 

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
か
ら
み

る
２
０
２
２
年
度
の
社
会
制
度
変
更

　

市
民
の
皆
さ
ま
、
明
け
ま
し
て
お
め

で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
２
０
２
２
年（
令

和
４
年
）
も
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し

ま
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
禍
に
つ
き
、
心
よ

り
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
世
界
的
な

流
行
は
、
ウ
イ
ル
ス
の
変
異
等
も
あ
っ

て
、
な
か
な
か
終
息
の
目
途
が
立
っ
て

い
ま
せ
ん
。
新
型
コ
ロ
ナ
禍
は
、
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
の
全
て
の
目
標
と
関
連
し
て
お

り
、
こ
の
危
機
を
乗
り
越
え
る
こ
と
は

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
真
価
が
問
わ
れ
て
い
る
と

い
え
る
で
し
ょ
う
。
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
目

標
年
で
あ
る
２
０
３
０
年
ま
で
あ
と
９

年
、
持
続
可
能
な
行
方
の
実
現
に
む
け

て
、
皆
さ
ま
と
と
も
に
歩
ん
で
ま
い
り

た
い
と
存
じ
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
は
、
私
た
ち
の
生
活
に

大
き
く
影
響
す
る
社
会
制
度
の
変
更
が

な
さ
れ
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
年
金
改
革

に
つ
い
て
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
観
点
か
ら
み

て
み
ま
し
ょ
う
。

人
生
１
０
０
年
時
代
の
資
産
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ

８ 「
適
切
な
雇
用
」

　

人
生
１
０
０
年
時
代
に
お
い
て
、
活

力
あ
る
高
齢
化
と
、
マ
ル
チ
ス
テ
ー
ジ

の
人
生
へ
の
転
換
が
鍵
と
な
る
こ
と
を

説
明
い
た
し
ま
し
た
（
本
連
載
、
第

12
、
13
回
）。
こ
れ
を
実
現
す
る
た
め

の
資
産
と
し
て
、
Ｌ
・
グ
ラ
ッ
ト
ン
教

授
（
ロ
ン
ド
ン
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル
）

は
「
有
形
資
産
」
と
「
無
形
資
産
」
を

あ
げ
て
い
ま
す
。
無
形
資
産
に
つ
い
て

は
別
に
譲
り
、
こ
こ
で
は
有
形
資
産

(tangible assets)
、
な
か
で
も
老
後

に
お
い
て
深
刻
な
お
金
の
問
題
に
つ
い

て
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。
い
わ
ゆ
る「
老

後
２
０
０
０
万
円
問
題
」（
２
０
１
９

年
金
融
庁
報
告
書
）
の
衝
撃
は
、
記
憶

に
新
し
い
と
こ
ろ
で
す
。

　

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
8.5
に
は

「
２
０
３
０
年
ま
で
に
、
若
者
や
障
害

者
を
含
む
す
べ
て
の
男
性
お
よ
び
女
性

の
、
完
全
か
つ
生
産
的
な
雇
用
お
よ
び

デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
、
な
ら
び
に

同
一
労
働
同
一
賃
金
を
達
成
す
る
」
と

あ
り
ま
す
。
高
齢
者
を
含
め
て
全
て
の

出典：厚生労働省「年金制度改正法（令和２年法律第 40号）が成立しました」
（2021年12月15日閲覧 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000147284_00006.html）

図　年金支給開始年齢の変更

人
々
が
、
適
切
な
雇
用
と
賃
金
を
得
る

こ
と
が
重
要
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

年
金
改
革
と
高
齢
者
が
長
く
働
く
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ

　
新
年
度
の
年
金
改
革
に
お
い
て
は
人

生
１
０
０
年
時
代
に
む
け
て
高
齢
者
が

長
く
働
き
、
金
融
資
産
を
確
保
す
る
た

め
の
政
策
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
（
動
機

付
け
、
報
奨
）
が
提
供
さ
れ
ま
す
。
第

１
に
、
60
歳
～
64
歳
の
方
の
高
齢
者
の

年
金
支
給
停
止
基
準
（
賃
金
と
年
金
の

月
額
）
が
28
万
円
か
ら
47
万
円
に
緩
和

さ
れ
ま
す
。
つ
ま
り
、
60
～
64
歳
の
方

が
お
仕
事
を
続
け
た
場
合
、
従
来
28
万

円
を
賃
金
と
年
金
の
月
額
が
超
え
た
場

合
に
、
年
金
の
支
給
停
止
と
な
っ
て
い

た
も
の
が
、
47
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
。（
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金

を
対
象
と
し
た
在
職
老
齢
年
金
制
度
の

変
更
・
低
在
老
）
な
お
、
65
歳
以
上
の

方
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
47
万
円
の
ま

ま
で
す
（
在
職
老
齢
年
金
制
度
・
高
在

老
）。　

第
２
に
、
在
職
定
時
改
定
の

制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ

り
「
就
労
を
継
続
し
た
こ
と
の
効
果
を
、

退
職
を
待
た
ず
に
早
期
に
年
金
額
に
反

映
す
る
こ
と
で
年
金
を
受
給
し
な
が
ら

働
く
在
職
受
給
権
者
の
経
済
基
盤
の
充

実
が
図
ら
れ
ま
す
」（
厚
生
労
働
省
）。

　
そ
し
て
第
３
に
、
年
金
開
始
年
齢
の

変
更
が
な
さ
れ
ま
す
（
図
）。
年
金
支

給
年
齢
が
75
歳
ま
で
繰
り
下
げ
ら
れ
る

よ
う
に
な
り
、
長
く
働
い
て
年
金
を
受

け
取
る
時
期
が
遅
く
な
る
ほ
ど
、
年
金

が
増
加
す
る
（
最
大
84
％
）
仕
組
み
に

な
り
ま
す
。
人
生
１
０
０
年
時
代
、
持

続
可
能
で
多
様
な
生
活
を
元
気
に
実
現

し
た
い
も
の
で
す
ね
。


